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名
古野電気（株）

調 査 年 月 日 令和7年2月28日 場 所
提 出 資 料

① 当該価格により入札した理由及びその内訳書
② 当該契約の履行体制
➂ 手持ち業務等の状況
④ 国及び地方公共団体等から過去３年間において 受注・履行した同種の契約件名及び発注者 
⑤ 経営内容
⑥ 本業務の工程表

調 査 内 容
① 当該価格により入札した理由及びその内訳の確認
② 当該契約の履行体制の確認
➂ 手持ち業務等の状況の確認
④ 国及び地方公共団体等から過去３年間において 受注・履行した同種の契約件名及び発注者の確認 
⑤ 経営内容の確認
⑥ 本業務の工程表の確認

調査結果及び結論等

① 当該価格により入札した理由及びその内訳について

② 当該契約の履行体制について

➂ 手持ち業務等の状況の確認

④ 国及び地方公共団体等から過去３年間において受注・履行した同種の契約件名及び発注者について 

⑤ 経営内容の確認
　貸借対照表・損益計算書を確認したところ経営上特段の問題は見受けられず、健全な経営が行われている。

⑥ 本業務の工程表の確認

低入札価格調査の実施経緯

　本件は機器の調達と換装後の無線検査に関する部分に多くの日数を有するため、機器の手配と並行して無線検査
に係る手続きを行えるよう人員並びに日数を確保しており、当機構の仕様に基づいた更新作業を実施することが可
能であると考える。

　上記のとおり、当機構の設定した調査基準価格を下回る入札価格ではあったが、最大限の原価削減努力と受注意
欲が高かったことによる結果であり、当機構の仕様書に基づいたレーダーの更新は十分可能であると判断される。

　独立行政法人海技教育機構（電話によるヒアリング）

　当該企業は民間の商船にて内航・外航問わず高いシェアを有しており、当機構が保有する練習船日本丸に自社製
のレーダーが採用された場合に期待できる知名度向上の効果により、官公庁向けのシェア拡大を図るべく可能な限
り安価な価格で提供することを決定した。また、そうした目的により他の官公庁との契約においてもコストダウン
を図っているとのことである。

　本事業に対する履行体制を確認したところ、更新作業の実施する当たってに十分な人員を確保してあり、良質な
業務を行うことができるとのこと。

　現在の手持ち業務は２件程であるが、そのどちらもが物品購入契約であり、当該企業としては契約先へ納品する
製品の調達が主な業務であることから、本件契約の円滑な履行について特段大きな影響はないものと考える。

　件数は４件と少ないものの、その全てが当機構と同様に船舶を保有する官公庁と締結したレーダーの調達や換装
に関する契約であるため、実績に問題はないと考える。


